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本稿では,都 市間の経済依存と発生環境負荷の時点間変化を,複 数の地域産業連関表を組み合わせて計

測し,そ の比較と要因分解を行なう.対 象地域は,東 京,北 京,日 本のその他地域の2都市,1地 域であり,

比較する時点は92年 及び97年,90年 及び95年 である.分 析から得られる主要な結論は,各 地域の相互輸出

はこの5年 間で2倍前後の伸びを示していて,相 対的に東京から北京への輸出の増大が大きくなっている,

だが,輸 出1単 位当りの誘発環境負荷量の比較や要因分解の結果によれば,北 京での環境負荷は増大 して

お り,そ の日本 との格差は依然深刻であることが分かった.環 境負荷増大の要因は,北 京側での原単位の

悪化と日本側での輸出の増大である.
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1.は じめに

経済のグローバル化によって各国の国際的経済依存

関係は密接かつ複雑になり,あ る都市での経済活動は

貿易や国際金融を通じて海外のさまざまな地域に対 し

て経済的影響を及ぼすようになりつつある.こ うした

影響は双方向的であり,か つ多数の国際間,地 域間の

因果関係が複雑に入り組む構造を持つ.こ の双方向的

な相互影響は,相 互に経済的利益をもたらす一方で,

それにともなって生じる環境悪化などの問題で時に著

しい不均衡をもたらす可能性がある.特 に,生 産技術

や対策 レベルの違いから一方が大きな代償を払わなく

てはならない事態が起こる可能性がある.ま た,こ の

ような不均衡は取引国間で起こる以上に,そ れらの国

の中にある都市と都市との間でより鮮明に,ま たより

先行して起こりうるものである.さ らに,こ のことは

異なる発展段階にある都市どうしの問で各瞬間に起こ

っているが,同 時に双方の発展スピードが異なるため,

不均衡の状況もまたダイナミックに変化しているであ

ろう.

こうした側面に着目 し本稿は,国 境を越えた都市間

の経済依存と環境負荷発生の時間変化を捉える試みと

して,複 数の地域産業連関表を2時 点にわたって整理 し,

CO2排 出量を指標 とした環境誘発効果の時点間比較分析

を行な う.対 象地域は,東 京,北 京,日 本のその他地

域の2都 市,1地 域であり,比 較す る時点は92年 及び97年

(北京市),90年 及び95年(東 京,そ の他 日本)で ある.

複数の地域別産業連関表によって都市レベルの国際

経済依存の状況と引き起こされる環境負荷を数量的に

分析することは,東 京と北京を事例に既に別稿で試み

られた1).だが,そ こでの分析は1時点での推計であった

ために,両 者の依存構造と環境負荷がその後どのよう

に変化しているのかという分析は課題として残されて

いた.本 稿では,基 本的にこの残された課題に取り組

むものである.

誘発環境負荷の問題は,北 京と東京に限ったもので

はないことは言うまでもない.例 えば,中 国の他の地

域との交易,更 に他国の巨大都市との間での取引によ

っても引き起こされているに違いない.他 地域との交

易による誘発環境負荷は,地 域産業連関表などの整備

状況や入手可能性との兼ね合いで分析されていく必要

があるが,本 稿では,そ の一つの事例研究として再度

北京と東京を取り上げ,順 次他地域との状況を分析し

ていく予定である.
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方法論については,貿 易にともなう財への内包エネ

ルギーや排出CO2の計測としてImura&Moriguchi3)の方法

が知られており,ま た,2国2地 域間の国際的相互依存の

分析には市橋4)があり,本 稿ではこれらの方法を踏襲し

ている.更 に本稿では,2時 点間の構造要因分解も試み

る.地 域間連関表を用いた依存性や技術効果などの分

析研究は既に膨大な蓄積がある.本 稿は,都 市の産業

連関表を使って国境を越えた経済と環境の誘発関係を

比較分析していることに特徴がある.

以下では,第2節 で使用データとその加工手続きにつ

いて述べる.第3節 では地域間貿易の推計方法とその結

果について述べ,第4節 でそれを元にした誘発生産額及

び誘発環境負荷の計算と比較を行なう.第5節では2時点

間の変化に関して要因分解を行い,考 察を加える.最

後に,簡 単なまとめと今後課題について触れる.

2、使用データと加工手続き

(1)使 用データについて

本稿は各地域の生産構造の時点間比較を行なう関係で,

日中国際連関表90年 版6)(以下,日 中表),ア ジア国際連関

表95年 版5)(以下,ア ジア表),北 京 市連関表92年 と97年

版7)(以下,北 京表92,97),東 京都連 関表8)の90年 と95年

版(以 下,東 京表90,95),更 に補足的に中国産業連関表

92年,97年 版9)を利用 した.ア ジア表,日 中表及び東京

表はArmington仮 説 を前提 したIsard型の連関表で,地 域間

の移出入が別立ての行列表になっている.北 京表は競争

輸入型の地域表である.

分析する地域は,東 京,北 京の2都市の他に,日 本に

おける東京以外のその他地域(以下,そ の他日本)を加え

た3地域である.用 いたLeontief逆行列では,輸 入を域内

需要に比例する形に内生化して処理した.但 し,北京表

の場合は,移 輸入率を用いている.

本稿で採用した部門数は39部門であり,使用した各連

関表を,入 手しうる細分類から39部門に独自に統合して

計算に使用した.表-1に その採用部門名を掲げておく.

価格は,時 点間比較を行なう為に実質化した.具 体的に

は,日 本の90年時点の価格は,経 済産業研究所が公表し

ている長期接続産業連関表における部門別の各種インフ

レータを用いて,行 ごとに中間及び最終需要,輸 入品,

国内生産を95年固定価格として評価した.ま た,付 加価

値に関しては,ダ ブル・デフレーション法によって算出

した.北 京の92年時点の価格は,中 国統計年鑑の製造業

価格指数,サ ービス業価格指数によって部門別インフレ
ータを作成し

,そ れによって行ごとに97年価格に実質化

した.付 加価値に関しては,日 本側と同様にダブル・デ

表-1採 用部門数と内訳

表-2各 地の総産出額と倍率

注1)北京市は92年 と97年。価格は97年 実質価格表示。

注2)東京、その他 日本 は90年 と95年 。価格は95年 実質価格表示。

フレーションによって計算した.最 終的な取引額は97年

年の平均為替レー トを用いて100万円単位に統一した10).

はじめに各地の総産出額の2時点比較表を掲げておけ

ば表-2となる.同 表からは,北 京側がこの5年間で高成

長を遂げているのに対して,東 京側は若干規模が縮小し

ていることが分かる.そ の他日本はほぼ同じ規模となっ

ている.

(2)エ ネルギーデータの加工について

環境負荷分析のためのエネルギーとCO2に ついては,

以 下のデータを用いて推計した.日 本については 「総合

エネルギー統計」11),東 京都については 「都におけるエ

ネルギー需給構造調査報告書」12),中 国および北京市に

ついては 「中国能源統計年鑑」13)からのエネルギーデー

タを基本的に利用 し,日 本,東 京都については環境省14),

中国,北 京市についてはIPCC15)から公表 されているCO2

排 出原単位を元に推計 した.ス ペースの関係で,こ こで

はCO2排 出原単位の推計結果のみを表-3に 掲 げておく.

表-3によれば,殆 どの産業で北京の原単位が日本側よ

りも大きいことが見て取れる.特 に,電 力,鉄 鋼,化 学,

公務の原単位の大きさが著しいのが特徴である.ま た,

繊維,原 油,鉱 業の原単位も相対的に大きい 他方,日

本側は教育 ・研究の他にいくつかの部門で北京よりも大

きいに過ぎない.日 本国内では,特 に電力において東京

とその他日本の間に原単位の大きな格差が存在している.

これらの原単位の違いが,相 互の輸出入に伴 う直接の
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表-3総 生産額に対するCO2排出原単位

CO2排 出だけでなく,誘 発生産におけるCO2排 出にも大

きな影響を与えることは言 うまでもない.

3.都 市間貿易の推計

各地域間の移輸出入取引のうちから,対象都市間の輸

出入を抽出する作業が第一の課題である.こ の輸出入は,

相手先での生産誘発を計測するための基本的な外生ベク

トルとなる.

北京 ・東京間の直接の部門別貿易額を示す統計データ

は入手できないため,両 者間の輸出入を以下の手続きで

推定する.

今,北 京から東京への部門別輸出額をEXBT,東 京か

ら北京への部門別輸出額をEXTB,とすると,両 者は,

(1)

(2)

として求めることできる.

ここでEXBは 北京の部門別輸出額ベク トル,XSJCは 中

国の部門別輸出額に占める日本への部門別輸出比率を対

角成分に持つ対角行列,MSTJは日 本の部門別輸入額に

占める東京都の部門別輸入比率を対角成分に持つ対角行

列を示す.ま たIMBは北京の部門別輸入額ベクトル,

MSJCは 中国の部門別輸入額に占める日本からの部門別

輸入比率を対角成分に持つ対角行列,XSTJは 日本の部

門別輸出額に占める東京都の部門別輸出比率を対角成分

に持つ対角行列を示す.

XSJCの第Iの対角成分を今Si,JCとすると,次 のように定

義 される.

(3)

ここでxij,C→Jは中国から日本への原材料輸出分,

ei,C→Jは 中国から日本への最終財輸出分, ,Ei,C→Wは中

国からその他世界への輸出分である.
また,MSTJは,そ の第i対角成分を今mi,TJとす ると次の

ように定義できる.

(4)

ここでMi,Tは東京における輸入額,Mi,Oはその他日本に

おける輸入額である.両 者の合計は第i財の日本の全輸

入額になる.

MSJCやXSTJも 同様にして,第i対 角成分はそれぞれ次

のように定義される.

(5)

(6

ここでxij,J
→Cは 日本 か ら中国への原材 料輸 出分,

ei,J→Cは日本から中国への最終財輸出分,xij,W→Cはその

他世界から中国への原材料輸出分ei,W →Cはその他世

界から中国への最終財輸出分である.Ei,Tは東京の輸出

額,Ei,Oはその他日本の輸出額である.

同様の方法で北京とその他日本との部門別輸出EXBO及

びEXBOと求めることができる.

(7)

(8)

MSOJは日 本の部門別輸入額に占めるその他日本の部
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門別輸入比率を対角成分に持つ対角行列,XSOJは 日本

の部門別輸出額に占めるその他日本の部門別輸出比率を

対角成分に持つ対角行列である.

以上より推定した輸出額(総額)が表-4である.表 によ

れば,92年 から97年の5年間で,東 京,そ の他日本の対

北京貿易は総額自体を増大させていて,そ の倍率は言本

側の輸入額が2倍弱,北 京への輸出額が約25～4倍 程度

となっていることが分かる.こ のうち,例 えば東京から

北京向け輸出の増加⊿EXTBを要因分解するには,(2)式か

ら得られる次のような要因分解式を用いることができる.

(9)

ここで,Rは 残余項で次のよ うになる.

(10)

紙数の関係で詳細は割愛するが,こ の分解式での計算

結果によれば過去5年間で電気機械と商業の輸入増額

⊿LMBの寄与が大きく,そ れぞれ29%と32%で 突出して

いた.す なわち,東 京から北京への輸出では5年間でこ

れら2産業の成長が大きかったことになる.商 業におけ

る輸出とは,主 に商社をはじめとする貿易仲介需要の増

大,観 光等による特殊貿易の増大などが考えられる.

また,表-4の 総額で見れば,そ の他日本から北京向け

の輸出が2時点とも最大規模となっている.こ の輸出の

上位を占めている産業は,97年 時点で電機,商 業,機 械,

繊維などであった.要 因分解すると,こ れら産業におけ

る輸出増分と中国側輸入における日本シェアの増分が増

加要因であった.

表-4推 定輸出額合計の比較

4.誘 発生産額と環境負荷

(1)推定輸出による誘発生産額

先の推定輸出額が,各 地域においてどの程度の生産を

誘発するのか,ま た,そ れに伴ってどのぐらいの環境負

荷(エネルギー消費とCO2排出)をもたらすのかを次に見

てみよう.

各都市及び地域の輸出額 として求めた前節の(1),(2)

式 及 び(7),(8)式 を各地域のLeontief逆行 列に与えること

で誘発効果を次のように求めることができる.

(11)

(12)

(13)

(14)

ここでXTBは北京への輸出による東京の誘発生産額,XTB

は北京の輸出によるその他日本の誘発生産額,XBT東 京

への輸出による北京の誘発生産額,XBOは その他日本へ

の輸出による北京の誘発生産額である.ま た,tは 時点

を表わす.

これらの式による誘発総額とその時点間推移に関して

まとめたものが表-5である.ま た,推 定輸出額の誘発係

数の一覧は表-6のとおりである.な お,北 京表と東京表

の年次が一致しないため,こ こでは便宜的に97年の北京

表から推計した東京から北京への輸出額を95年の値とし

て計算を進める.

表-5に よれば,第 一に,95年 のその他 日本における誘

発額が1780億8800万 円で最大であり,逆 に90年 の東京に

おける誘発額が22億7700万 円で最小であった.

第二に,各 地の誘発額はこの5年 間において全て増大

しているが,そ の倍率は直接推定輸出のそれ と同様,日

本向け輸出額が2倍 弱,北 京への輸出額が約2.5～4倍 と

なっている.東 京における誘発額だけは約4倍 の伸びで

相対的に大きい.こ れは,先 の直接輸出額の時点間比率

が約4倍 であったことと一致 した結果になっている.

第 三に,北 京と日本側 との誘発額比率を見れば,東 京と

の比率は約5.3倍(92年/90年),2.3倍(97/95年)で あ るのに対

し,そ の他日 本 との比率は約0.75倍(92年/90年),0.58倍

(97/95年)である.そ の他 日本の生産規模からすると,こ

の比率が1を 下回るのは当然の結果である.先 の表-4の

直接輸出額では,北 京 と東京の比率は約3.7倍,1.7倍 と

なっているので,東 京向け輸出による北京での誘発効果

が相対的に大きいことになる.な お,各 地における直接

輸出額100万 円当りに換算した誘発額の比較は1倍前後 と
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表-5各時点の誘発総額と倍率

表-6地域別輸出による生産誘発係数

なっていて,こ こではそれほど大きな格差はない.

第四に,各 地への輸出による生産誘発係数λtを次式

によって計算した結果が表-6である.

(15)

(16

(17)

(18)

ここで,eは1だ けの成分からなる行ベク トルである.

それ以外の記号は(11)式か ら(14)式のそれ らと同じである.

表-6に よれば乗数効果は約1.3倍か ら2.3倍の範囲内に

ある.但 し,東 京での乗数が他と比べて低い 一般に,

乗数効果はサービス関連部門での生産が発展す るほどに

低くなる傾向にあるが,東 京での低さはその反映である

可能性がある.

表-7輸 出による直接エネルギー量

(2)輸出にともなう発生環境負荷

上記の輸出及び誘発生産に伴って,ど の程度の環境負

荷が導かれているかを次に見ることにしたい.先 に求め

た内包エネルギー及びCO2量 の原単位によって,各 地域

の輸出に伴って使用された内包エネルギー量は表-7,排

出CO2量 は表-8の通りの結果となった.

両表からは先の表-2と比較して幾つかの特徴を確認す

ることが出来る.

第一に,過 去5年間において輸出に伴う内包エネルギ
ー量や排出CO2量は,基 本的に取引額倍率ほどには増加

していないことが分かる.先 の表-2では,輸 出自体は過

去5年間で約2倍弱から4倍の成長だったが,環 境負荷で

は約1～2倍である.こ れは対象3地域間の全てにおいて

エネルギー効率が改善している可能性があると指摘でき

る.但 し,北京からその他曰本向けだけは,わ ずかに輸

出額倍率以上に値を増加させている.こ れは,北 京にお

けるエネルギー多消費産業(例えば,繊 維など)からの輸

出が増大したためであると考えられる.

第二に,だ が他方で,北 京と曰本側との環境負荷比率

は誘発生産額比率以上の格差があることが分かる.北 京

の環境負荷は,97年 の絶対規模で東京のエネルギー消費

の約39倍,排 出CO2量の55倍,そ の他曰本との比較では

約6倍と9倍である.

これは,北 京におけるエネルギー消費やCO2排出の原

単位が絶対的に高い水準にあるだけではなく,東京にお

ける環境負荷が低い水準にあることによってもたらされ

た結果である.こ のような環境負荷格差の特徴は,言 中

表90年の89部門IO表を元に分析した我々の先行研究1)と

同様の傾向である.

第三に,こ の5年間で北京 ・東京間の絶対規模の比較

倍率が低下しているが,こ れは東京から北京向け輸出が

約4倍に成長したことによって取引額格差が縮まったこ

との反映であって,北 京側のエネルギー使用量やCO2排
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表-8輸 出による直接CO2排 出量

表-9輸 出による誘発エネルギー量

出量が減少したことを意味しない.そ れは,直 接輸出額

100万円当りの比較倍率が5年間で上昇している点に表れ

ている.す なわち,日 本側と比較して,北 京ではこの5

年でのエネルギー効率の改善が進みつつあるものの,環

境負荷の水準は依然高く,全 体として負荷が増大してい

ると言えるのである.

さて,続 いて各地域間の輸出による誘発生産額に伴 う

環境負荷を,同 様の指標で見たものが表-9,10で ある.

これらの表によれば,第 一に,2時 点間における誘発

環境負荷量が約2倍前後となっていて,わ ずかにエネル

ギー効率が改善している可能性があると,表-7,8と 同

様に指摘できる.但 し,こ こでも北京からその他曰本及

び東京に向けた輸出に伴う誘発CO2排 出の成長倍率は,

誘発額のそれに比べて大きい

第二に,他 方で,北 京と日本側の負荷比率においては,

北京の負荷が依然大きい.97年 の絶対規模比較では,東

京の約60倍のエネルギー消費,86倍 のCO2排出量であり,

直接輸出に伴うエネルギー量やCO2排 出での格差以上に

倍率が増大している.こ のことは,輸 出そのものによる

環(境負荷以上に,そ の後の生産波及に伴う環境負荷の格

表-10輸 出による誘発CO2排 出量

表-11エ ネルギー量とCO2排出量の誘発係数

差が拡大していることを意味している.

第三に,北 京とその他日本との倍率は相対的に小さい

が,2時 点問で増加している.北 京からその他日本に向

けた輸出によって,北 京側の環境負荷は確実に増大して

いることが分かる.こ れは繊維,化 学,電 力など,北 京

におけるエネルギー多消費産業での寄与が原因している

が,こ の点は後の要因分解で触れる.

次に,表-11は 環境負荷に関する誘発係数である.

全体 として約2倍 弱から4倍の係数の増大が確認、できる

ので,先 の表-6と 比較 して,90年 や92年 で はほぼ同様の

誘発倍率となっている.だ が,95年 や97年 時点で比較す

ると,3地 域 とも係数が増大傾向にあることが分かる.

このことは,直 接効果よりも間接効果のほ うがより深刻

な環境負荷をもたらしていることを意味する.そ の点は

表-12,13で 確認できる.こ れらの表は表-9,10か ら表-

7,8を 差 し引いて,同 様の比較を行なったものであり,

間接効果によってもたらされる環境負荷の大きさを示 し

たものである.絶 対規模の比較では,97年 時 点で北京は

東京の81倍 のエネルギー消費,114.5倍 のCO2排 出量であ

り,直 接的な取引以上に,そ の後の経済波及効果によっ
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表-12間 接効果による誘発エネルギー量

表-13間 接効果による誘発排出CO2量

てもたらされる環境負荷のほうがより深刻であることが

示される結果となっている.北 京とその他言本との問で

は,倍 率自体は他の表と比べてそれほど大きくはない.

だが,直 接輸出100万円当たりの比較では2時点間で増大

しており,確 実に北京での環境負荷は対その他日本との

関係でも大きくなっていることが確認できる.

5.2時 点間構造変化の要因分解

(1)誘発生産変化の要因分解

さて,以 上の発生環境負荷の状況を踏まえて誘発生産変

化の要因分解を行なう.先 の(11)式～(14)式より得られる

次の分解式を用いる.

(19)

(20)

(21)

(22)

ここで⊿Xijはi地域からj地域に向けた輸出によるi地

域での誘発生産額のことである.ま た,易 易,場 は

東京,そ の他 日本,北 京の逆行列であ り,

BT=[I-(I-MT)AT]-1,BO=[I-(I-Mo)Ao]-1,BB=[I-(I-MB)AB]-1

で あ る.ま た,EXIB,EXOB,EXBT,EXBOは(1),(2),(7),(8)式

で 求 め られ た各 地 の推 定 輸 出 で あ る.

(19)～(22)式は,輸 出で与えられた誘発生産の変化を,

技術的変化による寄与(ΔBi)部分と輸出自体の変化の部

分(ΔEXij)と,両 者の交絡効果とによる部分に分解し

て変化の要因を見る式となっている.

要因分解した結果の概要は,図-1か ら図-4に示されて

いる.図 では,横 軸に39部門の部門番号が,縦 軸は誘発

額変化の額(100万円単位)が示されている.

図-1によれば,北 京から東京向け輸出による誘発額変

化の非常に大きな部分が商業(32番)の輸出変化によって

もたらされていることが分かる.同 産業の技術的変化と

交絡項はマイナスの寄与であったが,東 京での輸入増加

が北京商業への需要を大幅に引き上げている結果となっ

ている.こ れには北京の商業の感応度が高いことも影響

している.す なわち,輸 出の増加に伴う直接的な商業需

要増加だけではなく,輸 出によって誘発された生産に伴

う商業需要への喚起も大きな影響を与えていると考えら

れる.主 要には商社への需要増が考えられるが,他 にも

観光の増加による北京から東京への輸出増などが考えら

れる.

図-1で寄与が大きいのは,他 に電機,金 融 その他サ
ービス等となっている.電 機は直接東京へ輸出されてい

る上位部門,金 融やその他サービスは,商 業と同様に感

応度の高い関係で,他 産業から多く需要されることで寄

与が大きくなっていると考えられる.

同様にして,図-2は 北京からその他日本に向けた輸出

による誘発変化の要因分解である.図 では,電 機をはじ

め,食 料品,繊 維,化 学,鉄 鋼,そ の他サービスなどの

増大が特徴的だが,そ の多くが輸出増加の寄与によると

いうことが分かる.逆 に,衣 服や石油 ・石炭などの誘発

北京の誘発増分の要因分解(対東京)

図-1北 京から東京向け輸出の誘発額要因分解
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図-2北 京からその他日本向け輸出の誘発額要因分解

図-3東 京から北京向け輸出の誘発額要因分解

額は減少しているが,そ の要因としては,衣 服では輸出

自体がマイナスの寄与となっているのに対し,石油 ・石

炭は技術係数の低下が負の寄与をもたらしている.な お,

商業は大幅な輸出変化が正の貢献をしているが,こ の5

年間で技術係数が大きく低下しており,結果としてその

ことが商業での誘発額をあまり増加させない要因となっ

ている.こ の技術係数の低下は,一 般に投入比率の低下

等による誘発効果の悪化を意味している.

また,図-3と4は 東京とその他日本における誘発変化

の要因分解である.東 京での誘発変化は,北 京と同様,

電機と商業の輸出増加が突出して高い寄与となっている

ことが分かる.逆 に,自 動車はこの5年間で輸出を減ら

している.同様の傾向は,そ の他日本における要因分解

においても分かる.特 に,自 動車の輸出減が東京以上に

明瞭となっている.

総じて,5年 間の誘発変化においては,輸 出の変化が

大きな寄与となっていることが確認されたが,各 地域と

も電機,商 業など比較的限られた産業に高い寄与要因が

集中している.但 し,北 京のほうが,そ の他日本との関

係においてより幅広い産業に誘発効果が及んでいる.

図-4そ の他日本から北京向けの誘発額要因分解

(2)誘発環境負荷の要因分解1

ここでは,誘 発環境負荷における2時点間変化の要因

分解を,2つ の異なる分解モデルで行なう.
一つは2時点問の輸出入額の差を分解するもの,も う
一つは比例的変化からの乖離度を分解するモデルである.
一つ目の分解方法は,先 の(19)～(21)式を誘発環境負荷

の式に変換し,更 に書き直した次式から行なえる.

(23)

(24)

(25)

(26)

ここでRijは 残余項である.

また,εiはi地 域の環境負荷要素の列ベクトルである.

〓はεの各成分を行列の各列成分に直接掛けていること

を示す.

(23)～(26)式によれば,誘 発された環境負荷の変化は,

技術的変化(第一項)の寄与,輸 出増分(第二項)の寄与,

環境負荷原単位の変化(第三項)の寄与,そ れらの合成結

果(第四項)の寄与に分解できることが分かる.

ここでは,誘 発CO2排出量を例に,要 因分解の結果を

示すことにする.そ れが図-5から図-8である.こ れらの

図では,先 の生産額の要因分解とは異なる特徴が指摘で
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図-5誘 発CO2排 出量の要因分解(北京対東京向け)

図-6誘 発CO2排 出量の要因分解(北京対他日本向け)

きる.

まず図-5は北京から東京向け輸出による誘発CO2排出

量の要因分解であるが,北 京では繊維,化 学,電 力の原

単位の悪化が寄与してCO2排出量が増大していることが

分かる.ま た,鉄 鋼では輸出増加分がCO排 出量を誘発

している.石 油 ・石炭では原単位の悪化があるものの,

技術係数の低下が影響し,結 果的にCO排 出量はわずか

に低下している.こ れに対して,運 輸では原単位の改善

と輸出自体の低下が寄与してCO2排出量の低下をもたら

していることが分かる.原 単位の低下は,運 輸手段にお

いてエネルギー効率改善技術の導入が進んでいる結果で

ある可能性がある.

図-6は北京からその他 日本への輸出による誘発CO2排

出量の要因分解である.図-5と 同様に,繊 維,化 学,鉄

鋼,電 力でのCQ2排出量増大が目立つ.鉄 鋼以外の3産

業ではCO2原単位の増加,鉄 鋼では輸出増が寄与してい

ることが見て取れる.ま た,運 輸での原単位と輸出の低

下,石 油 ・石炭での技術係数低下も同様に指摘できる.

これに対し,図-7は東京から北京向けの輸出による誘

発CO2排 出の要因分解である.東 京側では運輸 電機

商業などの輸出増加が誘発CO2排出量に大きく影響して

いることが分かる.逆 に,自 動車,窯 業などは輸出を減

らしていることがCO2排出の減少となっている.ま た,

図-7誘 発CO2排 出量の要因分解(東京→北京)

図-8誘 発CO2排 出量の要因分解(その他日本→北京)

図からは,東 京では,こ の5年間でCO2原 単位の改善の

寄与は殆ど目立たないことが分かる.

図-8のその日本における誘発CO2排 出量では,電 力を

はじめ,電 機,そ の他製造,商 業,繊 維などの輸出増加

が高い誘発CO2排出量を生み出している.ま た,化 学で

はCO2原単位の悪化と輸出増加がCO2排出量増大に寄与

している.鉄 鋼もCO2原単位は悪化しているが,輸 出減

少が影響して総合的にCO2排出量はマイナスである.な

お,窯 業は相対的に最も輸出を減らしておりCO2排出を

減少させている.

以上,誘 発CO2排出量の要因分解によれば,北 京の繊

維,化 学,電 力などのCO2原単位の悪化がCO2排出量増

大に寄与し,他 方,日 本側では東京の運輸,電 機,商 業

や,そ の他日本の電力,繊 維などの輸出増加がCO2排出

量増大に寄与していることが分かる.す なわち,北 京側

では幾つかの産業での原単位悪化という要因が,日 本側

では輸出増加という要因が,CO2排 出量の誘発に多くの

影響を与えているということになる.

(3)誘発環境負荷の要因分解2

要因分解の別アプローチは,次 のようなモデルによっ

て行なうことができる.

今,t年 における北京の東京への輸出によって誘発さ
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れるCO2排 出量をεtbXtbとして例にあげれば95年 と90年,

2時 点 問の誘発CO2排 出量の比をrと し,(移)輸 入率ベク

トルの違いを考慮 しなが ら,以 下のバランス式を解く.

(6)

(6)式によれば,第1要 因は技術変化による影響,第2要

因は部門別の(移)輸入率変化が生産誘発効果に及ぼす影

響,第3要 因は部門別の(移)輸出額の変化による影響,

第4要因はCO2排出原単位の変化による影響の4要因に,

誘発CO2排出量の変化を分解することが可能となる.

この要因分解の方法は,総 量を同一スケールに(r倍す

ることで)調整された基準時点の誘発CO2と比較時点との

差を取ることで,現 実にはどのような構造の偏り(変化)

が生じているのかを見ることが可能となる.し たがって

ここではスケール効果は見ないこととなる.

ここでは,北 京と東京の総量の計算結果についてのみ

見ておこう.それが図-9である.図 では,東 京と北京と

で単位が異なっていることに注意しなければならない.

北京側はGt-Cで東京はmilliont-Cであるので,実 際の比較

では,北 京はこの1000倍のスケールとなる.

この図では両者の共通点と違いを確認できる.す なわ

ち,北 京も東京も,実 際の成長ではこの5年間で技術係

数の変化がCO2排出削減をもたらしている一方で,CO2

排出原単位は上昇している.こ れは誘発効果の低下をも

たらしている一方で,エ ネルギー効率の悪化したためで

あると解釈することができる.つ まり北京のみならず東

京でも原単位の改善が進んでいない.

また,北 京と東京との相違点は,輸 出入の変化がもたら

すCO2排出量への影響である.各 部門の輸入率変化が全

体としてもたらすCO2排出量は,北 京でプラス,東 京で

マイナスの影響があることが分かる.つ まり北京ではよ

りCO2排出効果が高い業種の輸入量が減り,そ うした財

を自治域内で生産し,そ のためにCO2排出量が増える結

果となったと考えることができる.他 方,東 京ではその

逆でよりCO2排出効果の高い財の輸入量が増えるため時

地域内で生産し,そ れによって排出されるCO2量が減る

傾向にあると解釈できる.

同様の考察を各部門の輸出金額の変化についてするこ

とができる.つ まり北京では自治域内でより多くのCO2

排出を誘発する部門(財)の輸出が相対的に減少し,逆 に

東京では自治域内により多くのCO2を誘発する部門(財)

の輸出が相対的に増加していることが分かる.

総じて,構 造変化に着目すればこの5年間では北京で

のCO2原単位の悪化,東 京での輸出増大とCO2原単位の

悪化が誘発CO2排 出量増大の主要要因であったと言うこ

とができる.た だし,最 終的な効果の絶対規模について

はこうした構造的な要因についてスケール効果を加味し

て評価されるため,要 因分解1で示した結果を参照にす

る必要がある.

図-9誘 発CO2排 出量の要因分解2(東京と北京)

6.結 論的覚書

本稿では,東 京,北 京,ア ジアの複数の産業連関表

を2時点にわたって利用し,東京,北 京,そ の他 日本の

間の経済依存度とその誘発環境負荷の変化の規模と状

況について分析してきた.

得られた幾つかの結論は次のとおりである.

(1)各 地域間の直接輸出は過去5年間で約2～4倍の成

長を遂げていた.但 し,東 京から北京への輸出

が相対的に大きな成長だった.ま た,輸 出総額

では,そ の他日本から北京向けの輸出が2時点と

も最大規模であった.こ の傾向は誘発生産額で

も同様であった.

(2)過 去5年間,輸 出に伴う内包エネルギー量や排出

CO2量 は微増傾向にあったが,輸 出額 ・誘発生

産額での比率に比べると若干低めであった.す

なわち,対 象3地域間の全てにおいて全体のエネ

ルギー効率がわずかに改善している可能性が示

唆された.だ が,北 京と東京での環境負荷比率

では輸出比率以上の格差が残っており,両 地域

間での環境負荷の不均衡は維持されていた.

(3)5年 間の誘発生産額の変化を要因分解すると,3

地域とも主に輸出自体の増加が大きな寄与とな

っていることが確認され,電 機,商 業など比較

的限られた産業に高い誘発要因が集中している
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ことが分かった.

(4)他 方,誘 発CO2排出量変化の要因分解では,北

京の繊維,化 学,電 力などでのCO2原単位の悪

化が,日 本側では東京での運輸,電 機,商 業や,

その他 日本での電力,繊 維などの輸出増加が,

CO2排出量増大に強く寄与していた.

総じて,集 計量で発生環境負荷の時点間変化を捉える

と,エ ネルギー効率は若干改善していると言えるが,個

別産業では原単位の悪化と輸出の増加によって3地域に

おける環境負荷を増大させているという構造が指摘でき

る.こ れが椋,東 京,そ の他日本の依存状況である.

本稿で残された課題として,分 析対象地域を他の国

際都市に広げて比較分析をさらに展開すること,部 門

別の要因分解を更に進め,輸 出増大産業とエネルギー

多消費型産業との関係を地域別に分析していくことな

どである.
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MEASURING CHANGES IN MUTUAL INDUCED ENVIRONMENTAL EFFECTS 
BETWEEN TWO CITIES: A CASE FOR TOKYO AND BEIJING WITH 

MULTISCALE INTERNATIONAL I-O TABLES 

Shinji KANEKO, Masaru ICHIHASHI and Hiroe YOSHINOBU

This paper aims to measure changes in economic dependency and the induced environmental effects 
between two cities with multiscale Input-Output tables during the priod between 90/92 and 95/97. The 
empirical analysis is conducted for the case of Tokyo and Beijing. First, we found that the trade between 
Tokyo and Beijing has increased more than two times in five years and the expansiong of export from 
Tokyo to Beijing are relatively larger. As a result, the gap of induced environmental impacts between 
Tokyo and Beijing is slightly scaling down. However, the induced environmental impacts in Beijing per 
unit export Tokyo become worse which leads to a conclusion that relative gap of environmental impacts 
between Tokyo and Beijing is still seriously large. This is one of main frivers to enlarge environmental 
impacts together with rapid increase in export from Tokyo to Beijing.
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